
部局別質疑から 主な質疑と答弁

地籍調査が進まない要因は、財政的な問題、人材不足、
ノウハウがないことと捉えている。そのため、国の補助

制度などがあることや業務委託ができることについて丁寧に説
明するほか、研修会などを実施している。また、令和６年度に
行った市町村へのアンケートでは、事業計画などの基礎的な調
査への支援を求める声があったため、令和７年度から地籍調査
準備支援事業を新たに予算計上している。

市町村の地籍調査が進まない要因をどのように捉えてい
るのか。また、令和７年度はどのような対応を考えてい
るのか。 新たな訪問看護師の確保のため、訪問看護ステーション

において、看護学生や潜在看護師を対象に在宅現場にお
ける体験実習を行い、訪問看護への理解を図っている。また、
育成の観点から、二次保健医療圏（＊２）ごとに実践的な研修
機会を提供している。さらに、事業所支援として、適正な診療
報酬の請求を行うための医療事務研修の実施や、管理者が事業
所の運営実務について相談できる窓口を設置するなど、多角的
な視点で対策している。

訪問看護師の育成と確保について、どのような対策を講
じているのか。

市町村の地籍調査（＊１）が進まない要因について 訪問看護師の育成と確保について

語 説用 解
＊１　地籍調査

主に市町村が主体となって、一
筆ごとの土地の所有者、地番、地
目を調査し、境界の位置と面積を
測量する調査である。その成果は
登記所に送られ、登記簿の記載が
修正され、地図が更新されるとと
もに、固定資産税算出の際の基礎
情報となるなど、市町村における
さまざまな行政事務の基礎資料と
して活用される。

＊２　二次保健医療圏
一般の入院に係る医療を提供す
ることが相当である単位として設
定。複数の市町村で構成される。

＊ 3　空き家バンク
空き家を売りたい・貸したい人
と空き家を買いたい・借りたい人
をつなぐ制度。埼玉県では主に市
町村が主体となって運営してい
る。

＊ 4　住宅ストック
既存の住宅のこと。

管路の更新に当たっては、老朽度、耐震適合性、断水時
の被害の影響度を指標とし、優先度を評価して整備を行

う。そのため、優先度の高い地区から実施する計画であり、計
画どおり進めることで安全かつ強靱な水道施設を構築していく。

県営水道の管路の更新に係る予算は限られている状況で
あるが、安全なインフラとして維持管理できるのか。

県営水道の管路の更新について

空き家バンクを充実させる取り組みとして、空き家バン
クの設置支援マニュアルの作成や、紹介動画を発信して

いる。新たな促進策として、令和６年度から空き家バンクに登
録された物件の改修費の補助などを行う市町村への財政的支援
を行っている。

空き家バンクの充実や住宅ストックの新たな利用促進策
が非常に重要と思うがどうか。

空き家バンク（＊3）の充実や住宅ストック（＊4）の
新たな利用促進策について

令和４年度から実施している処遇改善については、幼稚
園の負担割合を現行の４分の１から８分の１として、さ

らなる軽減を図る。また、これに加えてキャリアアップなどに
つながる処遇改善を新たに設けた。

令和５年度の予算特別委員会の附帯決議において、幼稚
園教諭のさらなる処遇改善を求めたが、令和７年度当初
予算案においてどのように反映しているのか。

幼稚園教諭のさらなる処遇改善について
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　予算特別委員会は32人の委員で構成され、県の予算案を集中的に審査する
ために設けられました。部局別質疑において事業内容などを詳細に審査した
後、総括質疑では13人の委員が登壇しました。
　各委員の質疑に対し、一問一答の形で知事をはじめ執行部から答弁があり
ました。

予算特別委員会　委員名簿 （令和7年3月27日現在）

委員長	 　高橋　政雄（自民）

副委員長　岡地　　優 （自民）

副委員長　安藤　友貴（公明）

栄　　寛美 （自民）

渡辺聡一郎 （自民）

岡村ゆり子 （県民）

松本　義明 （自民）

金子　裕太 （自民）

柿沼　貴志 （自民）

戸野部直乃 （公明）

野本　怜子（民主フォーラム）

伊藤はつみ（共産党）

平松　大佑（県民）

小川　直志（自民）

阿左美健司（自民）

逢澤圭一郎（自民）

松井　　弘（自民）

宮崎　吾一（自民）

関根　信明（自民）

武田　和浩（民主フォーラム）

石川　忠義（県民）

諸井　真英（無所属）

木下　博信（自民）

藤井　健志（自民）

吉良　英敏（自民）

橋詰　昌児（公明）

白根　大輔（民主フォーラム）

細田　善則（自民）

白土　幸仁（自民）

神尾　髙善（自民）

鈴木　正人（自民）

木村　勇夫（民主フォーラム）

　令和7年度一般会計当初予算案などについて、部局別質疑が３月11日
から14日、17日の５日間にわたり行われ、19日には総括質疑が、24日に
は討論・採決が行われました。審査の結果21件を原案の通り可決すべ
きものと決定しました。
　なお、一般会計当初予算案については、事業の執行に適切な対応を
求める附帯決議を付すことを総員をもって決定しました。
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